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Ⅰ．趣旨

都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の形成に関する基本
理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等における
良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援等所要の措置を講ずる我が国で初め
ての景観についての総合的な法律である。

Ⅱ．概要

１．景観計画制度の創設
① 景観計画の策定
景観行政団体（都道府県、指定都市等又は都道府県知事と協議して景観行政をつかさど
る市町村をいう ）が策定するものとする。また、住民等は景観計画の提案をすることが。
できることとする。
② 景観計画区域における行為の規制
景観計画区域内の建築物等の建築等に関して届出・勧告による規制を行うとともに、景
観行政団体の長は、必要な場合に建築物等の形態又は色彩その他の意匠（形態意匠）に関
する変更命令を出すことができることとする。
③ 景観重要建造物
景観計画区域内の景観上重要な建造物を景観重要建造物として指定するとともに、その
現状変更には景観行政団体の長の許可を必要とするよう措置する。また、景観整備機構が
管理協定を締結し、景観重要建造物の管理をすることができるよう措置する。
④ 景観重要公共施設の整備等
景観計画に定められた道路、河川等の景観重要公共施設については、景観計画に即して
整備することとし、景観計画に定める基準を景観重要公共施設の許可の基準に追加できる
こととする。また、電線共同溝の整備等に関する特別措置法の特例を設けることとする。
⑤ 景観農業振興地域整備計画
景観計画区域内の農業振興地域に景観農業振興地域整備計画を定め、当該区域内におけ

、 。る土地利用についての勧告 景観整備機構による農地の権利取得等ができるよう措置する
⑥ 自然公園法の特例
景観計画に定める基準を国立公園又は国定公園に関する自然公園法の許可の基準に追加
できることとする。
⑦ 景観協議会
景観計画区域内における良好な景観の形成を図るための協議を行うため、景観行政団体
等は景観協議会を組織することができることとし、景観協議会で協議が整った事項につい
ては尊重しなければならないこととする。

２．景観地区制度の創設
・ 市町村は、市街地の良好な景観を形成するため、都市計画に、建築物の形態意匠の制限
等を定める景観地区を定めることができることとする。
・ 景観地区内で建築物の建築等をしようとする者は、当該建築物の形態意匠が景観地区の
都市計画で定める建築物の形態意匠の制限に適合することについて市町村長の認定を受け
なければならないこととする。
・ 市町村の条例で、工作物の建設、開発行為等について必要な制限を定めることができる
よう措置する。
・ 市町村は、都市計画区域及び準都市計画区域外の景観計画区域において準景観地区を定
めて、条例で、景観地区に準ずる制限を定めることができるよう措置する。

３．景観協定の締結
景観計画区域内の土地の所有者等は、景観協定（承継効あり）を締結することができるこ
ととする。

４．景観整備機構の指定
景観行政団体は、良好な景観の形成のための業務を適切に行う公益法人やＮＰＯ法人を景
観整備機構として指定することができることとする。


